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主要事業の概要 

１．国民健康保険特別会計 
 

（１）予算の概要 

国民健康保険は、被用者保険に加入していない自営業者等が加入する健康保険で保険者

は都道府県と市町村です。都道府県は財政運営及び事業運営において中心的な役割を担う

ことにより国民健康保険の安定化を図ります。市町村は資格管理、保険給付、保健事業等

地域におけるきめ細かい事業を担います。 

  令和８年度国民健康保険特別会計当初予算額は、2,653,000 千円で令和７年度当初予算

と比較し 94,000千円（△3.4％）の減額となっています。 

 

〇歳入 

国民健康保険税は、後期高齢者医療制度への移行等による被保険者及び世帯数は減少

しておりますが、所得の増による税収の増加が見込まれるため、前年度と比較し 6,006

千円増の 385,708千円を計上しています。 

県支出金は、保険給付費や保健事業費等の支出に対する交付金で、被保険者の減少に

より保険給付費が減額となる見込みであるため、前年度と比較し 73,648 千円減の

2,041,702千円を計上しています。 

一般会計繰入金は、一般会計から繰入が義務付けられている保険税を軽減した保険基

盤安定負担金及び国保財政の健全化、並びに保険税負担の平準化に資するための財政安

定化支援事業費等の他、歳入不足を補填するための法定外の繰入金で、前年度と比較し

26,555千円減の 221,589千円を計上しています。 

前年度繰越金は、前年度と同額の 1,200千円を計上しています。 

 

 〇歳出 

   総務費は、保険税賦課収納事務、庶務事務の一般管理費及び愛媛県国民健康保険連合

会への負担金等で、前年度と比較し 1,723千円減の 11,668千円を計上しています。 

保険給付費は、被保険者の減少により医療費が減額見込となっているため、前年度と

比較し 69,260千円減の 2,026,975千円を計上しています。 

納付金は、国民健康保険の運営主体である愛媛県が保険給付費の財源として本町に求

める医療給付費等の納付金で、前年度と比較し 19,135千円減の 570,968千円を計上して

います。 

保健事業費は、生活習慣病の早期発見や予防を目的として行う特定健康診査事業や特

定保健指導事業等で、前年度と比較し 4,179千円減の 30,870千円を計上しています。 
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（２）予算総括表 
単位：千円

令和８年度 令和７年度 増　減 令和８年度 令和７年度 増　減

6,138 8,129 △ 1,991

11,668 13,391 △ 1,723

385,708 379,702 6,006

1 1 0

6,259 6,538 △ 279

出産一時金 6,000 6,000 0

審査支払手数料 3 3 0

1,200 1,200 0

2,040,448 2,114,026 △ 73,578

健康増進事業費 1,253 1,323 △70

1,253 1,323 △70

財政安定化基金交付金 1 1 0

2,041,702 2,115,350 △ 73,648 財政安定化基金拠出金 1 1 0

繰越金 1,200 1,200 0

2,000 2,000 0

予備費 10,000 10,000 0

2,653,000 2,747,000 △ 94,000 2,653,000 2,747,000 △ 94,000

歳　　　　　入 歳　　　　　出

科　　　目 科　　　目

国
民
健
康
保
険
税

一般分

385,708 379,702 6,006

297,500 △ 900

高額介護合算療養費 320 320 0

保
険
給
付
費

1,774,973 △ 67,881

療養費 9,500 9,700 △ 200

保険給付費等交付
金（普通交付金）

保険給付費等交付
金（普通交付金）

小計

総
務
費

一般管理費 5,530 5,262 268

その他

小計

移送費

2,019,772 2,089,032 △ 69,260

小計 2,026,975 2,096,235 △ 69,260

審査支払手数料

出産育児諸費

高額療養費 296,600

退職分

療養給付費 1,707,092

葬祭費

保険給付費等交付
金（特別交付金）

保険者努力支援分 5,567 7,512 △ 1,945

納
付
金

医療給付費分

特定健診等負担金

都道府県繰入金
（２号分） 4,060 5,523 △ 1,463

保健事業費 30,870 35,049 △ 4,179

県
支
出
金

小計

一般会計繰入金 221,589 248,144 △ 26,555

7,412 8,252 △840

379,370 392,585 △ 13,215

特別調整交付金
（市町村向け） 3,637 3,707 △ 70

後期高齢者支援金等分 144,202 148,548 △ 4,346

47,396 48,970 △ 1,574

小計 570,968 590,103 △ 19,135

計

計

介護納付金

合　　計 合　　計

2,000 0

221 297基金積立金 518

保険税還付金 2,000

その他 2,801 2,604 197 小計

諸
支
出
金

 
 

主要事業の概要については、次のとおりです。 
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２．後期高齢者医療特別会計 
 

（１）予算の概要 

 後期高齢者医療制度は、75歳以上及び 65 歳から 74歳の一定の障がいがある方が被保険

者となっており、制度の運営は愛媛県内全ての市町が加入する「愛媛県後期高齢者医療広

域連合」と、市町とで役割分担をしています。 

  令和 8 年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は、499,171 千円で令和 7 年度当初予算

と比較し 92,761千円（23.0％）の増額となっています。 

 

〇歳入 

   保険料は、前年度当初予算と比較し、72,334千円増の 326,275千円を計上しています。 

繰入金は、保険料軽減分であります保険基盤安定分が前年度と比較し 20,722 千円増の

155,120 千円、広域連合事務費は前年度と比較し 57 千円減の 14,728 千円、町が行う事

務に要する費用であります、その他分は前年度と比較し 238 千円減の 1,827 千円で、繰

入金全体では、前年度と比較し 20,427千円増の 171,675千円を計上しています。 

 

〇歳出 

   広域連合納付金は、保険基盤安定負担金が前年度と比較し 20,722千円増の 155,120千

円、事務費負担金は前年度と比較し 57 千円減の 14,728 千円、徴収した保険料を納付す

る保険料負担金は前年度と比較し 72,334千円増の 326,275千円等、納付金全体では前年

度と比較し 92,999千円増の 496,133千円を計上しています。 

 

 

（２）予算総括表 
 単位：千円 

歳    入 歳    出 

科 目 令和８年度 令和７年度 増 減 科 目 令和８年度 令和７年度 増 減 

保険料 326,275 253,941 72,334 一般管理費 1,827 2,065 △238 

手数料 10 10 0 広域連合納付金 496,133 403,134 92,999 

繰入金 171,675 151,248 20,427  保険基盤安定 155,120 134,398 20,722 

 保険基盤安定 155,120 134,398 20,722  事務費負担金 14,728 14,785 △57 

 広域連合事務費 14,728 14,785 △57  保険料 326,275 253,941 72,334 

 
その他   

（一般管理費） 

 

1,827 2,065 △238  延滞金 10 10 0 

繰越金 1,000 1,000 0 諸支出金 200 200 0 

諸収入 211 211 0 予備費 1,011 1,011 0 

合 計 499,171 406,410 92,761 合 計 499,171 406,410 92,761 

 

 

主要事業の概要については、次のとおりです。 
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３．介護保険特別会計 
 

（１）予算の概要 

  介護保険は、介護が必要となった高齢者ができる限り在宅で自立した日常生活をおくる

ことができるよう社会全体で支える制度です。40 歳以上の方が加入者となり、加齢により

生じた疾病等により介護が必要となった場合に必要なサービスを自ら選択し、利用するこ

とができます。市町村は保険者として資格管理、保険給付、地域支援事業等を行います。 

令和８年度介護保険特別会計当初予算額は、3,247,000 千円で令和７年度当初予算と比

較し 11,000千円（0.3%）の増額となっています。 

 

 〇歳入 

   令和８年度介護保険特別会計の歳入予算は 3,247,000 千円を計上しており、主な内訳

としては、第１号被保険者保険料 523,108 千円、国庫支出金 849,791 千円、支払基金交

付金 845,391千円、県支出金 465,229千円、繰入金 549,223千円となっています。 

   介護給付費に係る財源の法定負担割合は、国庫負担金 20.0％（施設分は 15.0％）、第

２号被保険者保険料に当たる支払基金交付金 27.0％、県負担金 12.5％（施設分は 17.5％）、

町負担金 12.5％となっています。 

   地域支援事業費に係る財源の法定負担割合は、介護予防・日常生活支援総合事業で国

庫補助金 20.0％、第２号被保険者保険料に当たる支払基金交付金 27.0％、県補助金

12.5％、町負担金 12.5％、包括的支援事業及び任意事業で国庫補助金 38.5％、県補助金

19.25％、町負担金 19.25％となっています。 

また、市町村ごとの「高齢者中の後期高齢者の割合」と「高齢者の所得状況の格差」

を調整する調整交付金（全国ベースで介護給付費及び介護予防・日常生活支援総合事業

の５％相当分を交付）も計上しています。 

  

〇歳出 

   令和８年度介護保険特別会計の歳出予算は 3,247,000 千円を計上しており、主な内訳

は、総務費 83,386千円、保険給付費 3,070,000 千円、地域支援事業のうち包括的支援事

業及び任意事業 14,486 千円、介護予防・日常生活支援総合事業等 69,297 千円となって

います。 
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（２）予算総括表 
単位：千円 

款 項 目 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 増減額 款 項 目 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 増減額

1.保険料 1.介護保険料 1.第1号被保険者保険料 523,108 523,674 △ 566 1.総務管理費 1.一般管理費 65,805 59,657 6,148

2.督促手数料 10 20 △ 10 2.徴収費 1.賦課徴収費 117 277 △ 160

3.民生手数料 5,881 6,177 △ 296 1.介護認定審査会費 5,281 5,510 △ 229

1.国庫負担金 1.介護給付費負担金 542,815 544,070 △ 1,255 2.認定調査等費 7,603 8,005 △ 402

1.調整交付金 282,879 288,112 △ 5,233 1.介護保険運営委員会費 80 160 △ 80

2.介護予防事業地域支援事業

　交付金
12,187 12,789 △ 602 2.計画策定委員会費 4,500 220 4,280

3.包括的支援事業・任意事業

　地域支援事業交付金
5,358 4,483 875 1.介護サービス等諸費 1.介護サービス給付費 2,792,500 2,788,000 4,500

5.保険者機能強化推進交付金 2,205 2,450 △ 245
2.介護予防サービス

  等諸費
1.介護予防サービス給付費 58,000 63,000 △ 5,000

6.介護保険保険者努力支援

　交付金
4,347 4,830 △ 483 3.その他諸費 1.審査支払手数料 3,500 3,500 0

1.介護給付費交付金 828,900 828,900 0 4.高額介護サービス等費 1.高額介護サービス費 81,000 80,000 1,000

2.地域支援事業交付金 16,491 17,329 △ 838
5.高額医療合算介護

  サービス等費
1.高額医療合算介護ｻｰﾋﾞｽ費 8,500 9,000 △ 500

1.県負担金 1.介護給付費負担金 454,934 453,679 1,255
6.特定入所者介護

  サービス等費
1.特定入所者介護サービス費 126,500 126,500 0

2.介護予防事業地域支援事業

　交付金
7,616 7,993 △ 377 4.基金積立金 1.基金積立金 1.介護給付費準備基金積立金 5,632 5,464 168

3.包括的支援事業・任意事業

　地域支援事業交付金
2,679 2,241 438 5.任意事業 12,437 9,841 2,596

6.財産収入 1.財産運用収入 1.利子及び配当金 631 463 168
6.認知症総合支援事業

（社会保障充実分）
1,426 1,764 △ 338

1.介護給付費繰入金 383,750 383,750 0
8.在宅医療･介護連携支援

　事業(社会保障充実分)
541 592 △ 51

2.その他一般会計繰入金 84,633 74,915 9,718
9.地域ケア会議推進事業

（社会保障充実分）
82 98 △ 16

3.介護予防事業地域支援事業

　繰入金
7,616 7,993 △ 377 1～4.第1号事業費等 64,643 69,331 △ 4,688

4.包括的支援事業・任意事業

　地域支援事業繰入金
2,679 2,241 438 5.高額介護予防サービス 250 150 100

5.介護保険料軽減措置事業費

　繰入金
43,045 44,420 △ 1,375 6.一般介護予防事業 4,044 400 3,644

2.基金繰入金 1.介護給付費準備基金繰入金 27,500 20,000 7,500 4.その他諸費 1.審査支払手数料 360 376 △ 16

1.繰越金 1.繰越金 5,000 5,000 0
1.償還金及び還付

  加算金
1.第1号被保険者保険料還付金 400 400 0

8.繰越金
1.延滞金・加算

  金及び過料
1.第1号被保険者延滞金 10 10 0 3.操出金 1.他会計操出金 3,254 3,363 △ 109

1.第三者納付金 1 1 0 10.予備費 1.予備費 1.予備費 545 392 153

2.雑入 2,725 460 2,265

3,247,000 3,236,000 11,000 3,247,000 3,236,000 11,000

歳　　　　　　　入 歳　　　　　　　出

2.使用料及び
　手数料

3.国庫支出金

3.介護認定審
  査会費

4.介護保険運
  営委員会費

2.保険給付費

1.手数料

2.国庫補助金

1.総務費

4.支払基金
　交付金

1.支払基金
　交付金

5.県支出金

5.地域支援
　事業費

2.包括的支援
　事業・任意
　事業費

7.繰入金

1.一般会計
　繰入金 3.介護予防・

　日常生活支
　援総合事業
　費

9.諸支出金

10.諸収入 3.雑入

歳　出　計

2.県補助金

 
 

主要事業の概要については、次のとおりです。 

-26-



-27-



-28-



-29-



-30-



-31-



-32-



-33-



-34-



-35-



-36-



-37-



-38-



-39-



-40-



-41-



-42-



-43-



-44-



-45-



-46-



-47-



-48-



-49-



-50-



-51-



-52-



-53-



-54-



-55-



-56-



４．温泉事業等特別会計 
 

（１）予算の概要 

温泉事業等特別会計は、良好な浴場環境を維持しつつ、経常経費の削減に努めながら、

県内でも希少な硫黄泉の一つとして、利用者の皆様に心身の癒し空間の場を提供してい

くための温泉事業です。 

  令和８年度温泉事業等特別会計当初予算額は、127,512 千円で令和７年度当初予算と

比較し 17,622千円（16.0％）の増額となっています。 

 

〇歳入 

  営業収入のうち使用料は、インバウンドを含む四国遍路やスポーツ合宿等の利用が好

調であることから、前年度と比較し 7,150千円増の 49,750千円、また、事業収入におい

ても同様の理由から宿泊や喫茶の利用増を想定し、前年度と比較し 3,100 千円増の

23,500千円とし、営業収入全体では、前年度と比較し 10,250千円増の 73,250千円を計

上しています。営業収入の増額を見込む一方で、繰入金については、施設の老朽化に伴

う修繕料や物価高による仕入れ材料等の高騰及び人件費の増に伴い、前年度と同額の

46,000千円としています。 

  

〇歳出 

総務管理費は、一般職員給与費等で、前年度と比較し 429千円増の 10,522千円を計上

し、一本松温泉あけぼの荘事業費は、前年度と比較し 17,193千円増の 116,970千円を計

上しています。主な要因としては、ボイラーの更新工事費が皆増となったことや、会計

年度任用職員の給与費等の増、物価上昇に伴う賄材料費等の増によるものです。 

 

（２）予算総括表                            (単位：千円) 
令和８年度 令和７年度 比　較 令和８年度 令和７年度 比　較

営業費 73,250 63,000 10,250 総務費 10,522 10,093 429

営業収入 73,250 63,000 10,250 10,522 10,093 429

1.使用料 49,750 42,600 7,150 1.一般管 10,522 10,093 429

2.事業収入 23,500 20,400 3,100 理費

繰入金 46,000 46,000 0 事業費 116,970 99,777 17,193

46,000 46,000 0 116,970 99,777 17,193

1.一般会計 46,000 46,000 0 事業費 1.一本松 116,970 99,777 17,193

繰入金 温泉あけ

繰越金 8,260 888 7,372 ぼの荘

繰越金 8,260 888 7,372 事業費

1.繰越金 8,260 888 7,372 予備費 20 20 0

予備費 20 20 0

諸収入 2 2 0 1.予備費 20 20 0

雑入 2 2 0

1.雑入 2 2 0

127,512 109,890 17,622 127,512 109,890 17,622歳入合計

区　　　　　　　分

一般会計繰入金

区　　　　　　　分

歳出合計

一本松温泉あけぼの荘

総務管理費

 
 

主要事業の概要については、次のとおりです。 
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５．旅客船特別会計 
 

（１）予算の概要 

  旅客船事業は、昭和 40 年夏に初めてグラスボートを就航しました。以降、鹿島を中心と

した海域が昭和 45年に全国初となる海中公園として指定され、昭和 49年には年間 16万人

もの観光客を集めていました。しかし、その後は観光客が年々減少し、平成３年には年間

３万５千人まで低迷しました。このため、平成４年から平成８年にかけて、半潜水型観光

船「ガイヤナ」及び「ガイヤナ２」、世界初の構造となる双胴型で展望客室が上下する高速

水中観光船「ユメカイナ」を就航させ観光客増加に向けた対策を行いましたが、現在は年

間６千人程度となっています。運営については、平成 23年度から指定管理により民間事業

者が行っていますが、令和６年度からは燃料価格高騰への対応として鹿島への定期航路料

金を引き上げています。 

  令和８年度旅客船特別会計当初予算額は、35,198 千円で令和７年度当初予算と比較し

2,078千円（6.3％）の増額となっています。 

 

〇歳入 

   繰入金は、施設経営費の船体補修工事が主な要因となり、前年度と比較し 1,528 千円

増の 34,336千円を計上しています。 

   諸収入は、施設経営費の浸水警報装置設置工事に対する補助金を計上したことにより、

前年度と比較し 550千円増の 822千円を計上しています。 

   

〇歳出 

   総務費は、前年度からの海上運送法改正による安全統括管理者資格者制度への対応が

要因となり、前年度と比較し 70千円減の 428千円を計上しています。 

施設経営費は、経年劣化に伴うガイヤナ２の船底鋼板張替え等補修工事が主な要因と

なり、前年度と比較し 2,148千円増の 34,670千円を計上しています。 

 

（２）予算総括表 

款 項 目 令和８年度 令和７年度 増　減 款 項 目 令和８年度 令和７年度 増　減

繰越金 繰越金 繰越金 40 40 0 施設経営費 施設経営費 施設経営費 34,670 32,522 2,148

諸収入 雑入 雑入 822 272 550 予備費 予備費 予備費 100 100 0

35,198 33,120 2,078 35,198 33,120 2,078

498 △ 70一般管理費

歳　　　　出

単位：千円

歳　入　計

一般会計繰入金 一般会計繰入金 総務費 総務管理費

歳　出　計

歳　　　　入

繰入金 34,336 32,808 1,528 428

 
 

主要事業の概要については、次のとおりです。 
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